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西東京市教育計画（平成 31（2019）年度～平成 35（2023）年度）に向けた課題と方向性 
資料４ 

基本
方針 

方向 
西東京市教育計画（平成 26年度～30年度）の検証 新しい国の方向性 

※平成 29年度に策定中の「第３期教育振興基本計画の策

定に向けた基本的な考え方」より 

新しい都の方向性 

※東京都教育ビジョン（第 3次）

が平成 30年度までとなって

おり見直しの動きはない 

現状と課題 
事業実施からみられる課題 Ｈ29アンケート調査結果 Ｈ29ヒアリング調査結果 

１ 

「
生
き
る
力
」
の
育
成
に
向
け
て 

(１)確かな学力

の育成 

(２) 豊かな心の

育成 

(３) 健康と体力

の育成 

〇教育の情報化による学習指導の質の向上  

〇人権教育の推進  

〇いじめや暴力行為の防止に向けた教育の

推進  

〇読書活動の推進  

〇たくましく生きるための健康と体力づく

りの推進 

○環境教育の推進  

 

・小学校においては、各普通教室にＰＣと

大型モニターが設置されており、ＩＣＴ

を活用した授業が展開されている。今後

は、中学校における教育の情報化の一層

の充実を進める必要がある。 

・児童虐待に係る人権課題「子供」や、一

層の対応が求められる人権課題「性同一

性障害者」等について、取組の充実を図

ることが必要である。 

・いじめが解消した後もスクールアドバイ

ザーが状況を継続的に確認し、同様の事

案が再発しないような方法を検討する必

要がある。  

・学校いじめ防止基本方針に基づく取組の

実施状況を学校評価の評価項目に位置付

けさせる必要がある。 

・読書活動の推進について、司書教諭及び

学校司書をより効果的に活用し、市内全

校での一層の推進を図っていく必要があ

る。  

・小学校におけるがん教育の授業の実施拡

大をすることが必要である。また、中学

校学習指導要領に、がん教育が示された

ことから、中学校におけるがん教育のあ

り方を検討していくことが必要である。 

・体力調査では、西東京市は概ね東京都の

平均を超えているが、その中でも数値の

低い種目がある。苦手分野をなくしてい

くための実効策を検討することが必要で

ある。 

・自然環境や地域・地球規模の諸課題につ

いて、一人ひとりが自らの課題として考

え、解決するための能力や態度を育成す

るための研究・実践を進めるとともに、

指導主事による新しい学習指導要領の移

行に向けた指導・助言を行うことで、持

続可能な社会づくりに向けた教育を推進

することが必要である。 

・読書活動の推進について、学校司書、学

校図書館との連携を強化し、公共図書館

の活用について具体的なプランを検討す

る必要がある。 

・学校を楽しいと思う児童の割合が前

回調査よりも増加しており、約９割

の児童・生徒が楽しいと感じてい

る。 

・自分に自信のもてるところが「ある」

と思う児童・生徒の割合は、学年が

上がるにつれて低下。 

・児童・生徒が学校や先生に望むこと

として、「体験学習などをたくさん

できるようにしてほしい」、「興味

のあることをたくさん勉強できる

ようにしてほしい」、「いじめのな

い楽しい生活を送れる学校づくり

をしてほしい」などが上位。 

・学年による違いをみると、「先生に

はみんなに平等に接してほしい」と

いう回答が、学年が上がるにつれて

高い。 

・小学生の 19.8％、中学生の 14.8％

が、家で食べる時間は「決まってい

ない（その日によって違う）」と回

答、中学生は前回調査よりも 10 ポ

イント減少。 

・公立学校教育で取り組んでもらいた

いことの中で、「安全や防災教育の

充実」については 14.4％と、前回調

査よりも 5ポイント減少したが比較

的関心の高い項目（一般市民）。 

・朝食を毎日欠かさず食べている小学

４年生と中学１年生男子の割合は 8

割半ばとなっているが、中学１年生

女子では 78.8％と他に比べて低い

（「西東京市健康づくり推進プラン

策定のための市民の健康に関する

アンケート調査」（平成 23年度）。 

 

 

 

 

 

 

 

・放課後の子どもの居場所になる施

設だが、忙しい子どもが多く、遊

ぶ時間が少なくなってきているよ

うに感じる。 

・授業時間が増えたためなのか、宿

題も増えていて、保護者に対して

求められるものも大きく強くなっ

ているし、その期待に応えようと

することで、子どもの負担が過重

になっていると感じることもあ

る。 

・人と関わる時間が少なくなってき

ているせいか、他の人が何を感じ

ているのか、どう思っているのか

ということに敏感でなく、自分の

発した言葉が、相手を傷つけるこ

とに気がつかない子どもが増えて

いるように思う。 

・弱みを見せない子どもが多い。不

平不満は言っても、それが自分の

弱点につながることを、とても怖

がる傾向にある。自分のできる面、

強い面、得意なことを見せたいが、

得意でないことや苦手なことは、

他人に見せたくない、知られたく

ない、やりたくないという気持ち

があるのだと思う。 

・子どもたちの発言に、学校での自

己実現がなされたときの達成感が

感じられる。叱られたことは、あ

まり話さないのは当然だが、褒め

られた話やがんばっている話が喜

びとして出ている。学校で活躍し、

自分らしくいられて、やりたいこ

とをみつけている姿をみると、と

てもうれしい。 

・幼稚園と小学校それぞれで子ども

たちがどのような活動をしている

のかをお互いに知ることができる

と連携につながる。 

・幼稚園では自分で考えて、行動で

きるような力をつけて卒園させて

いるが、小学校に入ると先回りし

て対応されてしまい、自分が考え

る機会が減ってしまうことが残念

に感じている。 

・保育園では支援が必要な保護者・

家庭が増えてきている。 

・公立・私立を含めた保育園同士、

また幼稚園との連携はあまりない

が、就学前教育プログラムの作成

ができると小学校への円滑な移行

につながるのではないか。 

１．夢と自信を持ち、可能性に挑戦するために必
要となる力を育成する 

○ 初等中等教育段階における、2030 年以降の社
会の在り方を見据えた育成すべき資質・能力に
ついては、「何を理解しているか、何ができる
か」、「理解していること・できることをどう使
うか」「どのように社会・世界と関わり、よりよ
い人生を送るか」という三つの柱で確実に育成
するため、次期学習指導要領の周知・徹底及び
着実な実施を進め、主体的・対話的で深い学び
（「アクティブ・ラーニング」の視点）を推進す
ることや、カリキュラム・マネジメントを確立
することなどが重要である。 

○ いかなる状況下でも自らの命を守り、安全な
生活や社会を実現するために主体的に行動する
態度を養うことが求められる。 

○ 子供の健やかな成長のためには、豊かな心を
育むことも不可欠である。このため、豊かな情
操や規範意識、自他の生命の尊重、自尊感情、
他者への思いやり、対面でのコミュニケーショ
ンを通じて人間関係を築く力、公共の精神等の
育成、日本の伝統や文化を継承・発展させるた
めの教育を推進することが重要である。 

○ いじめや不登校など生徒指導上の諸課題につ
いて、校長がリーダーシップを発揮し、スクー
ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカー
等の専門家や関係機関・団体、家庭、地域と連
携しつつ未然防止と早期発見・早期対応に学校
を挙げて取り組むことが重要である。 

○ 将来が展望しにくい状況における社会的・職
業的自立に向け、今まで以上に生き方や働き方
についてしっかりとした考えを持ち、職業生活
へ移行後も必要な知識・技能を身につけられる
ようにすることが求められる。 

○ 体力は人間の活動の源であり、健康の維持と
いった身体面のほか、意欲や気力といった精神
面の充実に大きく関わっている。このため、子
供の頃から各教育段階に応じて体力の向上、健
康の確保を図るとともに、食育を充実すること
が重要である。 

 

２．社会の持続的な発展を牽引するための多様な
力を育成する 

○ グローバル化の一層の進展が予想される中、
国際的視野を持ちグローバルに活躍できる人材
の育成を目指し、英語をはじめとする外国語教
育を強化するとともに、豊かな教養や、コミュ
ニケーション能力、課題解決能力、異文化理解
の精神等を育むため、学生等の海外留学促進や
国際化に向けた先進的な取組を行う学校への支
援等が必要である。 

 

５．教育政策推進のための基盤を整備する 

○ 児童生徒等が安全で安心な環境下で学ぶため
には、施設面の整備に加えて、自らの安全を守
るための能力を身に付けさせる安全教育や、安
全管理、家庭・地域と連携・協働した学校安全
の推進により、学校等における児童生徒等の安
全を確保することが必要である。 

 

〇小学校教育の現状 

・新学習指導要領実施時に

は、カリキュラムが更に

タイトになることが懸念 

・新学習指導要領の実施に

向けて、道徳及び英語の

教科化を踏まえ、 教員の

各教科等の指導の専門性

を強化することが課題 

・教員加配の効果が見られ

る一方、依然として不適

応状況が発生 

・「授業中、勝手に教室の中

を立ち歩いたり、教室の

外へ出て行ったりする」 

「学級担任の指示通りに

行動しない」などの不適

応状況が多く発生してい

る 

・児童に耐性や基本的な生

活習慣が身に付いていな

かったことが、 不適応状

況の発生の要因につなが

ると回答した割合が高い  

・読み書きができる幼児が

増加しているが、定着の

程度には差がある 

・年長児期に読み聞かせを

してもらった子どもほ

ど、 小１期に一人で絵本

や本を読む（見る）頻度

が高い傾向がある 

（平成29年度第1回総合教

育会議資料より） 

[懇談会からの意見（新たに取り入れた

いキーワード）] 

・小学校低学年の正副担任制 

・小学校の少人数化 

・キャリア教育の拡充 

・自己理解向上、意欲づくり⇒自尊感

情や自己肯定感の向上 

・生き方教育 

・携帯電話の使い方 

 

〇基盤となる能力として、チームワー

クやストレスマネジメント能力、ま

た、学ぶこと・働くことの意義や役

割の理解など、基礎的・汎用的能力

を育成する必要がある。 
 

〇基礎的な知識や技能はもとより、子

どもたちが自ら学び、課題を見つけ、

主体的に判断し、問題解決のために

他者と協力する資質や能力を伸ばし

ていくためには、学校のみならず、

地域や家庭との連携・協力した取組

を計画的に進め、「確かな学力」を育

成していく必要がある。 
 

〇「豊かな心」の育成については、子

どもたちの規範意識、自尊感情、他

者への思いやり、主体的に判断し適

切に行動する力などを育むため、深

く考え、議論する道徳教育や人権尊

重教育の推進が必要。また、児童虐

待に係る人権課題、性同一障害等に

ついて取組の推進が必要。 
 

〇「健やかな心身」の育成については、

偏った栄養摂取や朝食欠食等、食生

活の乱れや肥満・痩身等の課題が挙

げられることから、学校保健、学校

給食、食育の充実により、現代的な

健康課題等に対応し、子どもの心身

の健康の保持・増進を図ることが重

要。 
 

〇子どもたちがＩＣＴ機器や情報を活

用する能力を身につけるとともに、

適切な情報発信の仕方を学べるよう

な情報教育を充実していく必要があ

る。 
 

〇幼児期における教育は、子どもたち

の生涯にわたる人格形成の基礎を培

う重要なものであることから、就学

前施設間の連携を深めることが必

要。 
 

○学校司書、学校図書館との連携を強

化し、公共図書館の活用を検討する

ことが必要。 
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西東京市教育計画（平成 31（2019）年度～平成 35（2023）年度）に向けた課題と方向性 
資料４ 

基本
方針 

方向 
西東京市教育計画（平成 26年度～30年度）の検証 新しい国の方向性 

※平成 29年度に策定中の「第３期教育振興基本計画の策

定に向けた基本的な考え方」より 

新しい都の方向性 

※東京都教育ビジョン（第 3次）

が平成 30年度までとなって

おり見直しの動きはない 

現状と課題 
事業実施からみられる課題 Ｈ29アンケート調査結果 Ｈ29ヒアリング調査結果 

２ 

「
生
き
る
力
」
を
育
む
た
め
の
学
校
教
育
環
境
の
充
実
に
向
け
て 

(１) 特色ある学

校づくりの

推進 

(２) 学習環境等

の整備 

(３) 学校経営改

革の推進 

〇特色ある教育課程の編成と実施  

〇学校給食環境の整備  

〇学校施設の適正規模・適正配置と維持管

理 

○学校組織の活性化 

・「西東京市小・中連携の日」における取組

内容を一層工夫するとともに、日常的な

連携を検討する必要がある。  

・小中一貫教育も視野に入れた研究指定校

における研究を推進していくことが課題

である。また、導入に当たっては、西東

京市の特性に応じて、教育の質の向上に

つなげていくという視点で検討を進める

必要がある。 

・給食調理業務の委託化について、さらな

る業務委託化を推進していく必要があ

る。  

・食物アレルギー対応の整備について、保

護者に向けた情報提供方法、教職員への

研修内容等については、教育委員会内に

設置の「食物アレルギー対応委員会」に

おいて検討・協議の必要がある。 

・児童・生徒数の変動に伴う対応について、

地域協議会等において、現状の問題を共

有しながら、適切な対応となるよう議論

を深めていく必要がある。 

・学校施設の維持管理について、今後も国・

都と連絡・調整を図り、施設の計画的な

維持管理に努めていく必要がある。  

・平成 28年３月に発行した「西東京市人口

ビジョン」では、小学校児童数及び中学

校生徒数が、2020年をピークに 40年間減

少していくと推計されている。今後の西

東京市立学校施設建替・長寿命化及び大

規模改造等事業計画は、人口の将来推計

に基づく教育環境の変化等を踏まえ、教

育委員会及び市長部局と調整・検討して

いく必要がある。  

・学校組織の活性化について、学校訪問や

管理職からの聞き取りを継続的に行い、

学校の実態に応じた指導・助言を行って

いく必要がある。 

・各市立小学校の特別支援教室の整備環境

の課題を洗い出し、改善すべき点を明ら

かにし、計画的に対応していく必要があ

る。 

 

・「公立学校教育で取り組んでほしい

こと」の中で、「教職員の能力の向

上」が最も高く、次いで「基礎学力

習得の補習」「老朽校舎の建替えや

改修」「少人数学級」「安全や防災

教育の充実」などが高い項目であ

り、その他「一人ひとりに応じた特

別支援教育の充実」などとなってい

る。 

・望ましい小学校・中学校の教師像と

して、「授業をしっかりとわかりや

すく教える先生」、「児童・生徒の状

況をしっかり把握する先生」、「児

童・生徒の話をきちんと聞く先生」

などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・教員アンケートでは、西東京市の

子どもたちや学校教育の現場で課

題だと感じていることとして「家

庭の教育力の低下」の割合が最も

高く、次いで「学校の施設や設備」、

「家庭環境などによる教育格差」

の割合となっている。 

・教員アンケートでは、今後、西東

京市の公立学校教育で特に重点を

おいて取り組む必要があるものと

して、「少人数学級」の割合が最も

高く、次いで「老朽校舎の建替え

や改修」、「一人ひとりに応じた特

別支援教育の充実」の割合となっ

ている。 

５．教育政策推進のための基盤を整備する 

○ 教育の目指すべき姿の実現に向け、教育政策

を推進するためには、学校指導体制の整備や 

ICT の利活用の促進、安全・安心で質の高い教

育研究環境の整備、大学の財政基盤の確立や各

高等教育機関の機能強化、日本型教育の海外展

開など、良好で質の高い基盤を整備することが

重要である。 

○ 学習指導体制の整備を基軸としながら、各学

校において子供の目線も踏まえ創意工夫をこら

した特色ある学校づくりを行っていくことが必

要である。 

○ 地域や学校によってその整備状況に大きな格

差が生じているが、教育格差につながらないよ

う、今後、ICT を活用した効果的な授業の実現

に向け、必要なときに、児童生徒一人一台の教

育用コンピュータ環境で授業が行えるようにす

るために必要な ICT 環境整備を進めていくこと

が求められる。 

○ 学校施設は、児童生徒等の学習・生活の場で

あるとともに、地域コミュニティの拠点であり、

災害時には避難所ともなることから、その安全

性を確保することは極めて重要である。 

○ 新しい教育課程の実施を含めた次世代の学校

教育は、教職員の在り方にかかっており、障害

のある子供や日本語能力が十分でない子供への

対応をはじめとした個々の課題に適切に対応し

つつ、社会に開かれた教育課程の実現等による

質の高い教育の提供に向け、小学校専科指導を

はじめとする学校指導体制を整備していくこと

が基本である。 

○ 複雑化・多様化する課題に対応しつつ教育の

質を保障し、社会に開かれた教育課程を実現し

ていくためにも、新しい時代の教育を担うため

の教員を養成するとともに、チームとしての学

校を実現するための体制を構築し、家庭・地域・

関係機関との連携・協働等を更に推進すること

が重要である。 

 

〇小学校教育の現状 

・学校の年間総授業日数は、

今後更に増加する可能性

がある。 

・夏季休業期間中において、

教員は様々な業務に従事

しており、 児童は様々な

行事に参加している 

・校種が上がるに従い、学

習の理解度は低下 

・教員が心掛けている授業

方法としては、グループ

活動が増加し、反復練習

や個別学習が減少 

・各学校では、教育課程編

成の際に、「学校教育目

標を達成するための基本

方針」や「指導の重点」

などに多様な教育課題へ

の対応を位置付け、各教

科等の指導の中で実践し

ている 

・教員の勤務時間は増加傾

向にある。さらに、新学

習指導要領の実施に伴

い、実労働時間は長くな

ると考える割合は高い 

・教材準備の時間が十分に

取れないと考える教員の

割合が高い。また、仕事

のやりがいや 教員生活

全体の満足度は高いもの

の、学習指導や私生活と

のバランスについては満

足度が低い 

（平成29年度第1回総合教

育会議資料より） 

[懇談会からの意見（新たに取り入れた

いキーワード）] 

・ＩＴ教育の基盤整備（2023年レベル） 

・先生の環境（疲れすぎないでいられ

る余裕を） 

 

〇複雑化・多様化する課題に教職員の

みが対応するのではなく、心理や福

祉等の専門家などの多様な人材と連

携・分担する「チームとしての学校」

の体制を整備することで、教職員一

人ひとりが専門性を発揮し、教育活

動を充実していくことが期待され

る。 

 

〇次期学習指導要領で重視されている

「社会に開かれた教育課程」の理念

のもと、家庭や地域の人々とともに

子どもを育てていくという視点に立

って、地域に根ざした特色ある教育

活動を行うことが求められている。 

 

○よりよい学校運営を進めていくため

には、保護者や地域住民の意見を的

確に反映させ、家庭や地域社会と連

携協力していくことが必要。 

 

○現状の校舎などの劣化状況を踏ま

え、総合計画とも整合を図りながら、

建替えや長寿命化も視野に入れた大

規模改修などの計画を策定していく

必要がある。 
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西東京市教育計画（平成 31（2019）年度～平成 35（2023）年度）に向けた課題と方向性 
資料４ 

基本
方針 

方向 
西東京市教育計画（平成 26年度～30年度）の検証 新しい国の方向性 

※平成 29年度に策定中の「第３期教育振興基本計画の策

定に向けた基本的な考え方」より 

新しい都の方向性 

※東京都教育ビジョン（第 3次）

が平成 30年度までとなって

おり見直しの動きはない 

現状と課題 
事業実施からみられる課題 Ｈ29アンケート調査結果 Ｈ29ヒアリング調査結果 

３ 

一
人
ひ
と
り
を
大
切
に
す
る
教
育
の
推
進
に
向
け
て 

(１) 通常の学級

での個に応

じた支援の

充実 

 

(２) 特別支援学

級の発展と

充実 

 

(３) 教育相談の

発展的展開 

 

(４) 教育実践を

支える情報

活用と研修

等の充実 

〇各学校の校内体制を充実させる市全体の

システムの適切な運用 

〇多様な教育資源の拡充 

〇相談機能の充実  

○学校における合意的配慮の実施 

 

・学校が児童・生徒や保護者、地域に対し

て行う合理的配慮について、職員が理解

を深め、対応していく必要がある。 

・就学前機関、小・中学校との連携をさら

に強化し、不登校についての共通理解を

図るとともに、一人ひとりの背景を的確

に捉えた上で方針を決めて、計画的に対

応していく必要がある。特に未然防止に

向けた取組を強化していく。 

・相談機能の充実について、子どもの将来

の社会的自立や心の健康を目指した支援

について、保護者の気持ちを理解しなが

ら、保護者と協力して進めていく必要が

ある。 

・発達障害の社会的認識が浸透する中で、

情緒的親子関係や愛着形成などの心理的

要因も的確にとらえ、不登校や友人関係

トラブル、学校生活への適応の困難さに

直面している児童・生徒について、教育

相談の視点に基づき、情緒障害教育の在

り方を検討していく必要がある。 

・健康応援都市として、子どもの心の健康

を増進するため、必要なカウンセリング

等をおこなっていく必要がある。 

 

 

・西東京市立小学校・中学校における、

一人ひとりに応じた支援について、

「充実している」と回答する一般市

民の割合が 14.1％となっており、

「近隣区市と同様、平均的である」

の割合が 37.5％と最も高い 

・一人ひとりに応じた支援の充実のた

めに必要なことは、「子ども一人ひ

とりの実態に応じた相談体制の強

化」の割合が 34.2％と最も高く、西

東京市教育委員会が力を入れる必

要があると思われる内容は、「通常

の学級における一人ひとりに応じ

た支援」の割合が 42.0％と最も高い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・子ども日本語教室については、よ

り支援が必要な子どももいるが、

保護者の送迎ができずに来ること

ができない場合もある。また、市

内３か所のため、場所が不足して

いる。 

・障害者理解のため、教育の中で自

分たち（障害者就労支援事業所）

を役立ててほしい。障害者の支援

だけでなく、地域への支援という

観点で障害者を含めた地域住民の

利益を目指している。 

・障害がある子どもは他の子どもに

くらべて、遊びの幅が狭い傾向に

あるので、関わりについて保護者

が悩むことも多い。 

・西東京市でも、子どもの居場所づ

くりの重要性が言われているが、

その中で地域の学校に通っていな

い障害児も参加できるように考え

ていただきたい。 

・特別支援学級に通うことで、逆に

将来の選択肢が狭められてしまう

ことがないような制度にしてほし

い。知的障害がない子どもでも、

特別支援学級に進むと、学習内容

が通常学級とまったく違う。それ

を心配する保護者は多い。 

・今後、「合理的配慮」という言葉を

使う保護者が多くなる。通常学級

の中で、どこまで配慮を求めるこ

とができるのか、支援学級では普

通に対応していることでも、通常

学級では合理的配慮だということ

になるのではないか。 

・通常学級の子どもやその保護者に

対する障害者理解を促進してほし

い。 

・保護者の不安は情報不足によるこ

とが多いので、保育園や学校等を

通して、さまざまな情報を保護者

に伝え、相談につなげていくとよ

いのではないか。 

・医療的ケアの子どもがこれからど

んどん増えていくので、それにつ

いての西東京市の方針を知りた

い。 

１．夢と自信を持ち、可能性に挑戦するために必

要となる力を育成する 

○ 障害のある子供についても、一人一人の障害

の状態やニーズに応じて、その可能性を最大限

に伸ばし、自立と社会参加に必要な力を培う特

別支援教育の推進が必要である。あわせて、地

域や社会との連携の推進や多様化する個々の希

望を踏まえた進路指導など、適切な指導や支援

を切れ目なく提供していくことが重要である。 

○ 障害者差別解消法の施行も踏まえ、障害のあ

る子供が障害のない子供と可能な限り共に学ぶ

ことを追求しつつ、教育的ニーズに最も的確に

応える指導を提供できる、多様な学びの場を整

備することが必要である。 

○ 複合的な困難を有する子供など、多様なニー

ズのある子供に対して、年齢階層で途切れるこ

となく、関係機関・団体が連携して継続的に支

援を行うことが重要である。 

 

２．社会の持続的な発展を牽引するための多様な

力を育成する 

○ イノベーションをリードする人材の育成のた

め、初等中等教育段階においては、児童生徒の

意欲を高め、優れた素質を有する児童生徒等に

対し、理数分野を含め専門性の醸成を図るとと

もに、幅広い視野を付与し、創造性を育む教育

を提供することが求められる。そのため、例え

ば、体験的な活動を含む先進的な理数教育の機

会の提供や児童生徒等が相互に研鑽する場の構

築等の取組の充実を図る必要がある。 

 

４．誰もが社会の担い手となるための学びのセー

フティネットを構築する 

○ 困難を抱える親子の増加に対し、教育格差解

消に向けた支援を行うため、親の学習、読書、

自然体験活動等の経験が十分でない家庭に対

し、地域の多様な教育資源を効果的に活用し、

親子の状況等に応じたきめ細かな対応を行い、

教育機会の格差を解消していくことが重要であ

る。加えて、関係機関と連携し、生活上の困難

解決に向けた支援や必要な栄養摂取が十分でな

い子供への支援を進めていくことも重要であ

る。 

 

〇小学校教育の現状 

・「子どもの貧困率」は依然

として高い状況にある 

・情緒障害等通級指導学級

（通級）及び自閉症・情

緒障害特別支援学級（固

定）で 指導を受ける児童

は、毎年度増加傾向にあ

る 

（平成29年度第1回総合教

育会議資料より） 

〇子どもたちを取り巻く課題が多様

化・複雑化する中で、学校では、子

どもが抱える課題に対して、組織的

な支援を進められるよう校内支援体

制の構築を図るとともに、学校だけ

ではなく、保健・医療・福祉等の専

門機関と連携しながら一人ひとりの

教育的ニーズに応じたきめ細やかな

支援を総合的に推進していくことが

必要。 
 

〇子どもたちが自他の生命を尊重し、

生涯にわたって安全に日々の生活を

送るための基礎を培うとともに、進

んで安全で安心な社会づくりに貢献

できるようになることが求められて

いる。学校教育活動全体を通じて、

安全に関する教育の充実や組織的な

取組の推進、さらに、地域社会や家

庭との連携を図った学校安全の推進

を図ることが必要。 
 

○児童・生徒一人ひとりが抱える様々

な生活上または学習上の困難さに対

して、きめ細かく支援を行っていく

ことが必要。 
 

〇家庭や、就学前の支援機関の支援・

指導からもたらされる情報を整理

し、学校が組織として、その情報を

共有することが必要。 
 

○子ども一人ひとりの個に応じた支援

のために、高度な専門性を備えた相

談員を配置することも重要な課題。 
 

○個のニーズに対応した教育につい

て、教員などを対象とした、様々な

研修を行い、実践している。これら

を、教員一人ひとりに浸透させるた

め教育委員会による体系的な研修、

各学校での実践研究、校内研修、専

門家派遣を受けてのＯＪＴの充実な

どが必要。 
 

○多くの教育課題がある中で、効率的

に支援、指導に取り組むには、様々

な工夫が必要。各学校をつなぎ、実

践の成果を共有し、市全体の教育力

を高めていく必要がある。 
 

○特別支援教育に関する内容について

は、現行の教育計画で方向性の整理

が終了した。次期計画においては、

特別支援教育を学校教育全般と統合

し、指導内容の充実を図る段階であ

る 
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西東京市教育計画（平成 31（2019）年度～平成 35（2023）年度）に向けた課題と方向性 
資料４ 

基本
方針 

方向 
西東京市教育計画（平成 26年度～30年度）の検証 新しい国の方向性 

※平成 29年度に策定中の「第３期教育振興基本計画の策

定に向けた基本的な考え方」より 

新しい都の方向性 

※東京都教育ビジョン（第 3次）

が平成 30年度までとなって

おり見直しの動きはない 

現状と課題 
事業実施からみられる課題 Ｈ29アンケート調査結果 Ｈ29ヒアリング調査結果 

４ 

社
会
全
体
で
の
教
育
力
の
向
上
に
向
け
て 

(１) 家庭の教育

力向上の支

援 

(２) 社会教育の

特色を活か

した青少年

教育の支援 

(３) 活力のある

コミュニテ

ィづくり 

(４ ) 学校・家

庭・地域・行

政の連携強

化 

〇地域ぐるみによる家庭教育支援の関係づ

くり  

〇放課後支援や週末の体験・交流活動等の

場づくり  

〇学校を拠点とした地域全体における教育

力の向上  

〇地域との連携による安心・安全の確保 

〇教育関係部署・関係機関との連携強化  

○放課後子供教室の充実 

 

・放課後子供教室の実施回数が増えるよう

地域との連携を強化した実施形態につい

て研究する必要がある。 

・各校が作成した家庭学習の手引き（リー

フレット）について、保護者が必要とし

ている情報を多く掲載するよう今後、内

容を改善していく必要がある。  

・家庭の教育力向上のため、親子のスキン

シップを深めることを目的とした教室の

参加者が増えるよう内容を工夫・改善し

ていく必要がある。 

・放課後子供教室事業の実施に当たっては、

学校施設開放運営協議会への継続的・専

門的な支援とともに、地域の社会資源を

活用し、学校を含め関係各課・関係機関

の連携を進めていく必要がある。 

・ブックスタートについて、３歳児検診時

でのフォロー事業をより定着させる取組

が必要である。 

・青少年が読書を身近なものに感じられる

よう、さまざまな連携・協力により、居

心地の良い使いやすい図書館利用を促進

する必要がある。 

・子ども読書活動、ブックスタート、魅力

的なヤングアダルトコーナーのリニュー

アル等について、効果的なＰＲ方法を検

討する必要がある。 

 

 

 

 

・平日の学校以外の過ごし方をみる

と、小学生の 47.4％（前回調査より

29ポイント増加）、中学生の 22.4％

が「自宅でひとりで過ごすことが多

い」と回答。そのうち、小学生の

17.8％、中学生の 36.1％は「特に何

もせず、ぼーっとしたり、寝たりし

ている」状況。 

・参加・協力してもよい身近な小学

校・中学校の取組やそこを拠点とし

て行われる地域の活動として、「学

校の行事やイベント」、「学校で行

われる地域のスポーツ・文化活動」

などとなっている。 

・学校・家庭・地域が相互の連携・協

力を深めていく上で大切なことと

して、「学校・家庭・地域の間の情

報交換をスムーズに行うこと」をあ

げる市民が 72.2％と特に多い。 

 

 

 

 

・小学校の場を使い、中学生ボラン

ティアを呼び、地域の中で一緒に

行事を行うということをポイント

にして取り組んでいる。中学生に

は、ただ来てもらうだけではなく、

中学生が地域の中でボランティア

活動をする場づくりにもなってい

る。 

・公民館活動において中学生がボラ

ンティアとして参加してくれたこ

とがあったが、もっとクローズア

ップした方がいい。 

・学校施設開放運営協議会として地

域生涯学習もやりたいのだが、放

課後子供教室の利用者が多く、手

が回らない。育成会等、他の団体

との連携が今後も必要。 

・市民の中には、「不登校を支える親

の会」や発達障がいの家族への情

報提供など行う「ペアレントメン

ター」、中学校内で運営する「放課

後カフェ」、地域での「子ども食堂」

の活動など多岐にわたる活動が展

開されているため、こうした市民

の活動もキャッチして集約し、総

合的に子どもたちの育ちを応援で

きるシステムを構築していただき

たい。 

・児童館では、学校の先生と情報共

有がしたいが、先生も忙しく、難

しいのではないか。 

・図書館で実施しているおはなし会

の参加者の減少・低年齢化がある

ため、地域で楽しめる場があるこ

とを、多くの子育て世代に知って

もらい、遊びに来てもらうことが

必要。そのために親子で楽しめる

おはなし会づくりが課題。 

・教員アンケートでは、学校・家庭・

地域が相互の連携・協力を深めて

いく上で大切なこととして、「学

校・家庭・地域の間の情報交換を

スムーズに行うこと」の割合が最

も高く、次いで「家庭や地域社会

が、日常生活におけるしつけ等、

積極的に役割を担っていくこと」、

「学校・家庭・地域の役割分担を

明らかにすること」の割合となっ

ている。 

１．夢と自信を持ち、可能性に挑戦するために必

要となる力を育成する 

○ 家庭教育は、保護者が第一義的責任を有する

ものであるが、近年の家庭環境の多様化に伴い、

地域全体で家庭教育を支える仕組みづくりが求

められている。このため、学校や、子育て経験

者をはじめとした地域人材など、地域の多様な

主体が連携協力して、親子の育ちを応援してい

くことが重要である。 

○ 学校で学ぶことと社会との接続を意識した各

段階の一貫した教育を通じ、課題を抱えた人を

含む全ての人に確かな学力、豊かな心、健やか

な体など、よりよい人生を送るとともに社会に

主体的に関わるための基礎・基本を学校・地域

が連携・協働して保障していくことや、互いに

助け合いながら困難の解決に向けて行動するこ

とを促すことが重要である。 

○ 地域社会との様々な関わりを通じて、これか

らの時代に必要な力や、地域への愛着や誇りを

子供たちに育むとともに、地域に信頼される学

校づくりを進めるため、学校だけではなく、地

域の資源を活用し、地域が学校に関わり子供の

学びや育ちを支えるとともに、学校も地域に関

わっていくことが重要である。 

 

２．社会の持続的な発展を牽引するための多様な

力を育成する 

○ スポーツや文化芸術分野において、子供のう

ちから質の高い専門家に出会う体験の機会の充

実などを通じて、優れた才能や個性を見いだし、

伸ばしていく取組が求められる。 

 

 

○企業、ＮＰＯ等の専門的

教育力を学校教育に導入 

 

〔これまでの課題〕 

（１）企業等が提供可能な

プログラム（分野）に偏

ってしまう。 

（２）学校のニーズとミス

マッチが生じてしまうケ

ースがある。 

（３）地域コーディネータ

ーを介したプログラム提

供に限界がある。 

⇒結果的にキャリア教育中

心のプログラム提供に限

定されてしまう傾向があ

る。 

 

〔今後の方向〕 

・「社会に開かれた教育課

程」を実現するため、学

校のニーズを踏まえた教

育プログラムを提供す

る。 

・企業等の社会貢献活動の

一環として「学校の働き

方改革」への支援、協力

を呼び掛ける。 

 

〔今後の取組〕 

（１）学校のニーズや企業

のニーズを的確に把握す

る。 

（２）教育支援を求める分

野・領域ごとに課題を整

理し、企業等に向けて情

報発信する。 

（３）企業等が持つ教育資

源を教育プログラムとし

てカスタマイズする。 

（４）学校に効果的に教育

支援情報を伝える。 

⇒ 以上の機能を発揮する

ため、地域コーディネー

ターに加えて統括コーデ

ィネーターを配置する。 

 

（平成 29 年度東京都生涯

学習審議会資料より） 

[懇談会からの意見（新たに取り入れた

いキーワード）] 

・課題のある家庭の保護者に伴走型の

支援 

・未就学から大人まで何らかの困難を

持つ家庭の一貫支援 

・ケアマネ的な相談体制 

・子どもを守る（我が子）とは、どう

することか深く考える機会をつくる 

・福祉、家庭支援、女性支援などの行

政サービスの拡充 

・０才からの親への働きかけ（話し合

い、自ら気づく方法） 

・幼保小の連携 

・子育てを孤独にしない仕組 

・“乳幼児の教育”という視点 

・不登校の子の居場所 

 

〇近年の社会環境の変化に伴って家庭

環境の多様化が見られることから、

関係部局や団体、企業等と連携しな

がら、子育てに関する学習機会の充

実など、家庭教育の推進に取り組み、

家庭の教育力の向上を図っていくこ

とが必要。 

○青少年を対象とした学習機会や青少

年活動団体など、青少年が豊かな体

験を重ねるため、関心の高いテーマ

や時間帯、曜日への配慮が必要。 

〇地域住民の教育活動への参画の促

進、とりわけ地域での教育支援活動

の拡充を図り、学校などを拠点とし

た連携・協力の体制を築き上げてい

くことが必要。 

○市民活動団体などとの連携強化に努

め、地域人材の発掘とその育成を推

進していくことが必要。 

○今後は学校・家庭・地域・行政のそ

れぞれの役割を明確化するととも

に、情報交換を定期的に行う機会を

設けるなど、ふだんから結びつきを

強化していくことが必要。 

〇就学前施設との連携による子どもた

ちの豊かな心や、物事に自ら取り組

もうとする意欲、初めての集団生活

を送るために必要な態度、基本的生

活習慣等を育成することが必要。 

○放課後子供教室について、より充実

した子どもの居場所づくりのため、

学童クラブとの連携を一層推進する

とともに、学習活動の充実を図る必

要がある。 
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西東京市教育計画（平成 31（2019）年度～平成 35（2023）年度）に向けた課題と方向性 
資料４ 

基本
方針 

方向 
西東京市教育計画（平成 26年度～30年度）の検証 新しい国の方向性 

※平成 29年度に策定中の「第３期教育振興基本計画の策

定に向けた基本的な考え方」より 

新しい都の方向性 

※東京都教育ビジョン（第 3次）

が平成 30年度までとなって

おり見直しの動きはない 

現状と課題 
事業実施からみられる課題 Ｈ29アンケート調査結果 Ｈ29ヒアリング調査結果 

５ 

い
つ
で
も
・
ど
こ
で
も
・
だ
れ
で
も
学
べ
る
社
会
の
実
現
に
向
け
て 

(１) 多様な学び

を支える生

涯学習の振

興 

 

(２) いつでも・

どこでも・だ

れでも学べ

る環境の整

備 

〇公民館事業の推進 

〇図書館事業の充実  

〇文化財の保存と活用の充実  

 

・公民館は、地域の課題・問題の解決のた

めに、より地域に密着した事業の展開と、

幅広い年齢層や共生社会の実現のため

に、事業を推進する必要がある。  

・図書館の地域・行政資料の電子化への取

組では、電子化済資料の提供方法として、

プリントアウトサービスに対応ができる

よう検討する必要ある。研究者・学習者

に対しては電子データでの貸出も検討

し、さらに研究成果を西東京市に収蔵し

てもらえる関係を構築していく必要があ

る。  

・子どもの読書活動や学習活動への支援に

ついて、現状の書架と予算の中で、ヤン

グアダルト世代に魅力的な書架作りを進

めるためには、目を引くような展示や効

果的なポップ等が必要である。３歳児健

康診査の受診者に、健診終了後、健診会

場の上の階で実施するおはなし会に参加

してもらうための工夫と、その後、参加

者の図書館利用につながる取組が必要で

ある。  

・下野谷遺跡について、史跡下野谷遺跡保

存活用計画に基づき、西集落の確実な保

存、価値や魅力を伝える活用及び活用促

進に向けた整備に向けた取組が必要であ

る。 

・郷土資料室について、引き続き、文化財

の保存及び普及の場としての機能向上や

事業充実を図るとともに、文化財保存・

活用計画及び史跡下野谷遺跡保存活用計

画に基づく総合的な機能を持つ地域博物

館等の検討を行う必要がある。 

・図書館の地域・行政資料の電子化への取

組について、自館での資料の電子化を可

能とさせ、電子化資料の蓄積を行う必要

がある。 

・健康医療情報、法律情報などの提供に積

極的に取組み、その存在や活用方法につ

いて積極的にＰＲし、利用者参加型の図

書館ＰＲについて検討する必要がある。 

 

・公民館を利用しない理由としては、

「利用の仕方がわからないから」、

「公民館で行っている事業などに

興味がないから」、「公民館の場所

がわからないから」という理由もあ

げられている 

 

・西東京市の学習環境は、図書館やス

ポーツ施設の利用のしやすさが評

価されている 

 

 

 

 

 

・公民館活動をしていることを他の

市民にもっと知ってもらいたい 

３．生涯学び、活躍できる環境を整える 

○ 技術革新の進展により、今は存在しない新し

い職業への就業や、時間や場所にしばられない

働き方など、仕事・働き方の多様化がさらに進

むとともに、長寿化の進展により、これまで以

上に長期にわたり刻々と変化する社会に対応

し、必要な知識や技能を身につけていくことが

求められる。このため、年齢や性別にかかわら

ず、全ての人が継続して学習できる環境を整備

していくことが必要である。 

○ 産業構造の変化や社会人・企業等のニーズを

踏まえながら、働きながら学べる教育機会の提

供や転職・再就職に役立つプログラムの拡充な

ど働き方改革とも連動した取組を進めていくこ

とが重要である。 

 

４．誰もが社会の担い手となるための学びのセー

フティネットを構築する 

○ ライフステージ全体を通じて、多様な背景を

持つ人々のニーズに応じた教育機会を提供して

いく視点に立った取組が重要である。 

 

３．生涯学び、活躍できる環境を整える 

○ 継続して学び続けていくためには、心身の健

康の保持増進が重要であるが、スポーツは健康

長寿社会の実現に貢献することからも、生涯に

わたってスポーツに親しむことができる環境を

整備していくことが重要である。 

○ 障害者の活躍は全ての人が活躍できる社会を

目指す上でも重要であり、学校卒業後も、仕事

を通じて収入を得、社会における役割を確認し

ていくのみならず、継続して学習し、学校等で

身につけた能力を維持・向上させつつ、生きが

いある豊かな人生を送ることができる環境づく

りを進めていくことが求められる。 

 

○子どもの読書活動の推進

に関する施策 

 

１未読者率（不読率）の改

善 

・教育課程の「指導の重点」

に読書活動を明記（小・

中・高・特） 

・朝読書（小・中）、読書週

間・読書月間（高）の実

施 

・学校における読書活動実

践事例の情報提供 

２読書環境の整備 

・区市町村における推進計

画策定への働き掛け 

・学校図書館の担当教諭等

を対象とした読書活動の

研修 

・ボランティア活動の手引

き（ＤＶＤ）の作成 

 

 

（平成27年2月第三次東京

都子供読書活動推進計画

より） 

[懇談会からの意見（新たに取り入れた

いキーワード）] 

・小・中・高生が参加しやすい講座 

・活動の場を増やす（空き家等活用） 

・公民館機能の充実 

・誰もが学べる（障害のある人、多様

な年代）講座の充実 

・生涯学習におけるＩＴ活用 

・家庭教育向上の具体的施策 

・家庭からはじまる教育 

 

〇公民館や図書館事業など、今後は情

報提供の方法などを工夫していく必

要がある。 

 

〇図書館事業については、若い世代に

対して、紙媒体での情報提供だけで

なく、インターネットなどを活用し

ていくことが求められている。   

 

○下野谷遺跡について、史跡下野谷遺

跡保存活用計画に基づき、西集落の

確実な保存、価値や魅力を伝える活

用及び活用促進に向けた整備に向け

た取組が必要である。 

 

○郷土資料室について、引き続き、文

化財の保存及び普及の場としての機

能向上や事業充実を図るとともに、

文化財保存・活用計画及び史跡下野

谷遺跡保存活用計画に基づく総合的

な機能を持つ地域博物館等の検討を

行う必要がある。 

 

 

 


